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20 世紀を中心とする学術一次資料を提供する Gale のプラットフォーム 

アーカイヴズ・アンバウンド 

Archives Unbound  
～占領期日本をケーススタディーとして～ 

センゲージ ラーニング株式会社 

前回に続き、Gale の歴史資料を提供するプラットフォーム、Archives  
Unbound を利用したケーススタディーをご紹介します。今回は、占領期 
の日本を例に取り上げ、Archives Unbound でどのような資料がヒットし、 
それらの資料からどのようなことが分かるか、見てみます。 

1945 年 8 月 14 日、日本はポツダム宣言を受諾、連合国に対して無条件降

伏し、9 月 2 日に降伏文書に調印します。以後、1951 年にサンフランシスコ講

和条約を締結し、翌年 4 月同条約の発効により主権を回復するまでの約 6 年 8
ヵ月間、日本は連合国の占領下に置かれます。この間、農地解放、財閥解体、

教育の民主化などの各種自由化・民主化政策が実施され、新憲法で主権在民、基本的人権、戦争放棄が定められる

など、戦後日本の政策基盤はこの時期に形成されました。現在、改めてこの時期の諸改革について、歴史資料に基づ

く検証作業が必要になっています。以下では、占領期の諸改革の中から、新憲法制定、戦争犯罪人の訴追、天皇の

問題に焦点を当て、Archives Unbound に収録された資料を通じて、占領期の政策の一端を浮き彫りにします。 

◆占領について調べる◆ 

 
まず占領自体について、どのような資料が収録されているか、調べてみます。上の検索条件で検索すると 6 件

ヒットします。その中の一つを見てみます。 

 
米国国務省戦略事務局（Office of Strategic Services）研究分析課の「日本占領：範囲と期間に関する政策代替案」とい

う 32 ページの文書です。日付は 1945 年 8 月 6 日、広島に原爆が投下された日です。その中に以下の表が出てきま

す。 
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【試訳】 
来るべき日本の敗戦にそなえ、占

領について 4 通りの案を出し、各

案について目的への寄与度、実

行可能性を検討したものです。こ

の表は、レポートの要約部分に掲

載されているもので、レポートに

は各案の詳細な分析も掲載され

ています。 
 

◆日本国憲法について調べる◆ 

 
占領期の政策の中でも、日本国憲法は新しい国家の統治原理を定めたものとして、極めて重要な意味を持ちます。 
1945 年 10 月、日本政府は憲法調査委員会を設置し、翌年 2 月、憲法改正草案を連合国最高司令官総司令部

（GHQ）に提示しますが、拒否されます。その後、GHQ 草案に基づく新憲法草案の起草が進行し、以後 1946 年 11
月 3 日に公布されるまで、GHQ の草案に基づき、憲法の起草作業を進めるという方向性は変わりませんでした。上記

の検索式に基づき、新憲法に関する資料を見てみます。 

 
同じく、国務省戦略事務局研究分析課の報告書です。日付は 1945 年 11 月 2 日、日本が降伏文書に調印した 2 か月

後、憲法調査会の憲法草案が GHQ に提出される 3 ヵ月前です。 

 
日本人の憲法観が近代憲法の基本思想と相容れず、憲法改革が平坦には進みそうもないことが指摘されています。 

日本国憲法の改正に関する諸問題 

・・・・・・憲法改革は、日本では特に困難を伴う問題である。日本では、憲法は天皇

の人民への贈与とみなされているため、神聖な起源をめぐる様々な含みがテキスト

の周囲にまとわりついている。……現在の日本では、議会の権限を高めることが懸

案となっているが、このことからも、選挙で選ばれた人民の代表の統制下に行政府

を置くことの必要性は明らかである。また、議会による行政府の統制が実現しても、

将来的に議会の統制をなくそうという試みが起きた時にそれを阻止する備えとなり

得るか、あるいは、現在行政府が行使する権力を制限することが必要になるかにつ

いても、明らかに考慮に入れる必要がある。 
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極東委員会（Far Eastern Commission）の 1946 年 5 月 13 日付文書「第六政策決定 –  新しい日本の憲法採

択のための手続きを支配する原則」です。極東委員会は、ワシントンに本部を置く日本占領政策の最高意思決

定機関で、形式的には GHQ もその指揮下に置かれていました。委員会の構成国は、アメリカ、イギリス、フ

ランス、ソ連、中国、オーストラリア、ニュージーランド、カナダ、オランダ、インド、フィリピンの 11 ヶ

国です（その後、ビルマとパキスタンが加わり、13 ヶ国になりました）。すでにこの時点で、GHQ の草案に

基づく新憲法草案の起草が進行していましたが、極東委員会も新憲法に対して一定の影響力を及ぼすために、

各種文書を発表します。本文書もその一つです。 

 
 
 

◆戦犯について調べる◆ 

 
1946 年 5 月、極東国際軍事裁判（いわゆる東京裁判）が開廷、以降 A 級戦犯に有罪判決が下される 1948 年

11 月まで 2 年半に亘り、裁判が続きます。上の検索条件で検索すると、5 件ヒットします。 

 

極東委員会の 1946 年 4 月 3 日の文書「第二政策決定 – 戦争犯罪人の逮捕、裁判、処罰」です。裁判が開廷する 1
ヵ月前の文書で、裁判に対する政策指針を表明しています。 
 

新しい日本の憲法採択のための基準 

新憲法採択のための基準は、最終的に採用される際に日本国民の意思の自由な表現である

ことを確保するものでなければならない。この目的のためには以下の原則を守らなければな

らない 

a. 新憲法条文を十分に審議し検討するために然るべき時間と機会を確保しなければならな

い。 

b. 1889 年憲法から新憲法への完全な法的継続性を確保しなければならない。 

c. 新憲法は、日本国民の自由な意思を積極的に表現するものであることを示す形で採択さ

れなければならない。 
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同じく極東委員会の「戦争犯罪人：天皇の地位」という文書があります。1949 年 1 月 13 日ですから、すでに裁判は閉廷して

います。 

 
 
 
 
 

 
天皇が戦争犯罪人としての訴追を免除された経緯について、新聞から問い合わせを受けたことに対する回答として提出され

た文書です。先に紹介した 1946 年 4 月 3 日「第二政策決定 – 戦争犯罪人の逮捕、裁判、処罰」の第 3 節「戦争犯罪を行

なった疑いのあるすべての人物を特定、捜査、逮捕、勾留するために、あらゆる可能な手段を取らなければならない。」が天

皇には適用されないことが、1946 年 4 月 23 日、すなわち東京裁判が開廷する 1 ヵ月前のマッカーサーへの合衆国指令で

決定されていたことを示しています。 
 

「極東における戦争犯罪人の逮捕、裁判、処罰」に関する 1946 年 4 月 3 日の極東委員

会の政策決定を具体化する1946年4月23日のマッカーサー元帥への合衆国指令は、

以下の条項を伝える。 

本指令の第 3 節は、天皇を戦争犯罪人として訴追する行動を承認するものとして

解釈されてはならない。天皇の扱いに関する特別指令を受け取るまで、天皇を訴

追してはならない。 

2. 戦争犯罪は一般的には、1931 年 9 月 18 日の満州事変以降、もしくは事変に直

接先行する時期になされた行動を対象とするものでなければならない。また訴

訟では、1937 年 7 月 7 日の盧溝橋事件以降の事実に優位が与えられるものと

期待される。 

3. 戦争犯罪を行なった疑いのあるすべての人物を特定、捜査、逮捕、勾留するた

めに、あらゆる可能な手段を取らなければならない。 
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◆天皇について調べる◆ 

 
天皇の地位は、明治憲法における国家元首・統治権の総攬者から、日本国憲法における国民統合の象徴へと、大きく変わり

ました。地位が大きく変化した天皇について、占領期の文書がどのような記録を残しているか見てみます。 

 
1946 年 5 月 29 日付、極東委員会の「天皇の巡行の効果に関する連合国総司令部への諮問」と題した文書です。天皇は戦

後直後の 1946 年から全国各地を巡行します。この文書は、極東委員会がその効果を連合国総司令部に諮問したもので

す。 

 
 
 
 
 

 
◆吉田茂について調べる◆ 

 
吉田茂は、戦後直後の 1946 年から 1954 年まで 5 回に亘り内閣を組織し、GHQ とも折衝を行ない、サンフランシスコ講

和条約を締結した占領期の日本を代表する人物です。吉田茂に関する文書を調べてみます。 

 

1946 年 12 月 5 日付、極東委員会の文書「憲法：吉田首相からマッカーサー元帥への書簡：憲法公布に関する文書」

です。1946 年 11 月 3 日、日本国憲法が公布されましたが、その 1 ヵ月後に首相の吉田茂から GHQ のマッカーサーに

送られた書簡です。 

日本の天皇が最近行なっている全国巡行が日本国民に対して及ぼす効果について、

極東委員会は連合国総司令部の見解を確認することを議長に要請する。この巡行が

日本国民をして天皇制を廃止する方向へ促すのか、それとも民主主義に即した天皇制

の改革という方向へ促すのか。このような巡行を、憲法を検討する時期に再度行うべ

きなのか、巡行は人民と天皇の関係にどのような影響を及ぼすのか。 
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文書は 199 ページに及びますが、書簡はわずか 1 ページです。残りは、憲法原文の複写や正式な英訳の複写で

占められています。複写を見ると、様々なバージョンがあることが分かります。日本国憲法は制定時、文言の

追加、削除、訂正など、様々な修正が施されましたが、この文書にはその修正の跡も記録されています。たと

えば、第 9 条第 2 項の冒頭「前項の目的を達するため」は修正の過程で追加された文言で、芦田修正として有

名なものですが、この部分が手書で書き込まれているのが分かります。 

 
 
米国国務省戦略事務局研究分析課の「1946 年 5 月に指名された吉田内閣の閣僚に関する伝記的報告」という

文書です。1946 年 5 月、第一次吉田内閣が成立しましたが、その閣僚一人一人について、来歴を詳しく報告

しています。特に、内閣総理大臣の吉田については、13 ページを費やして報告しています。 
 

 

11 月 3 日に公布された日本国憲法

原文の 12 本の複写と関連文書、並

びに正式な英訳の 12 本の複写を

同封致します。 

本憲法は、新生日本が民主主義の

原理に従い建設される際の基礎と

なるものです。その適切なる施行を

通じて、日本が平和を愛する諸国

民の中で名誉ある地位を占める日

がくることを願って止みません。 

本憲法誕生に際して閣下が私ども

に差し伸べて下さったご支援とご助

力に対して、この機会を使って改め

て謝意を表します。 

キャリア外交官として、吉田茂はアメリカとイギリスで務めを果たし、日英

友好と日米友好の絆を深めることに精力的なエネルギーを費やした。岳

父・牧野伯爵との関係、1940 年においても親英感情を隠そうとしなかった

ため、軍人のあいだでは「好ましからざる人物」とみなされてい

た。・・・・・・・・鳩山一郎の公職追放後、内閣を組閣、党内の多数の反対派

を抑え、自由党の総裁に就任した。吉田は日本人のあいだでは明らかに

不人気であり、一般には「外交官らしからぬ外交官」とみなされている。 
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今回、ご紹介した資料は、Archives Unbound の以下のコレクションに収録されています。 

 
極東委員会の記録、1945-1952 年 
Records of the Far Eastern Commission, 1945-1952 
戦後日本の統治と再建を監督する日本占領政策の最高意思決定機関として設立された極東委員会の全活動を余すと

ころなく記録しています。1945 年モスクワで設立された同委員会は、米国、英国、ソ連、中国など 11 ヶ国代表で

構成されていました。ポツダム宣言で定められた敗戦国日本の義務にしたがって政策を立案すること、連合国最高

司令官総司令部に諮問することを主要な任務とし、賠償、経済・金融問題、憲法・法制度改革、民主的傾向の強化、

戦争犯罪人、在日外国人、日本の武装解除の 7 つの小委員会が個別問題を扱いました。 

各国諜報レポート：日本 
Country Intelligence Reports on Japan  
米国国務省に関わる各種報告、研究、概観を収録する各国諜報レポートシリーズは、覚書から詳細な研究まで、幅

広く報告書を収録しています。また、扱われている主題も、個々の商品から個々の国から特定地域の政治的、経済

的特徴まで、さまざまです。本コレクションは 1941 年から 1947 年までの日本に関する情報を収録しています。 

 
掲載商品のすべてのコンテンツと機能をお試しいただける 1 ヵ月の無料トライアルを受け付けております。 
掲載の商品・サービスに関するお申し込み、お問い合わせは、株式会社 紀伊國屋書店 学術情報商品部 雑誌・

電子商品課 (電話：03-6910-0518、ファクス：03-6420-1359、e-mail：online@kinokuniya.co.jp) までお願い致しま

す。 
お預かりした個人情報は、弊社規定の「個人情報取扱方針」http://www.kinokuniya.co.jp/06f/gaiyo6.htm に則り、取り扱わせて頂きます。 
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